
 

産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会 

産業構造転換分野ワーキンググループ（第 19 回） 議事要旨 

 

 

◼ 日時：令和 5年 9月 21日（木）11 時 00分～12時 00分 

◼ 場所：オンライン（Webex） 

◼ 出席者：（委員）白坂座長、稲葉委員、内山委員、大薗委員、片田江委員 

        関根委員、高木委員、長島委員、林委員 

    （オブザーバー）NEDO 西村理事 

◼ 議題：個別プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画（案）について 

「次世代船舶の開発」 

◼ 議事要旨： 

プロジェクト担当課より、資料 3 等に基づき説明があり、議論が行われた委員等か

らの主な意見は以下のとおり。 

 

➢ 国際海事機関(IMO)の GHG排出削減目標スケジュールの前倒しを踏まえた技術開発であ

り、開発内容やスケジュール、予算について異議はない。 

➢ N2O排出低減技術は開発期間が 2年で短い。技術的課題はどこか。 

→船舶用エンジン排気ガス処理のための反応温度・化学的組成の最適化ならびにコン

パクト化しシステム作動させる点が課題。N2O分解触媒自体は目処がたっている。 

➢ 開発には複数のプレーヤーが関わることになると思われる。想定される連携体制は。 

→本技術はエンジン排ガス対応のため、エンジンメーカーとの連携は必要。他には造船

所や海運会社などの参画が想定される。 

➢ 数値目標はどのように考えているのか。 

→N2Oを可能な限り 0に近づけたい。アンモニアの高感度検知については、人体への影

響がないとされる 5ppm以下を確保できるシステムにしていきたい。 

➢ マイルストーンはこれから示されるのか。 

→ステージゲート審査を実施予定であり、そのための KPI 等を設定する際に具体化し

たい。 

➢ 今回追加の技術開発で十分か。 

→必要な技術開発課題がさらに出てきた場合は政府内や WGで議論いただきたい。 

➢ 水素やアンモニアが十分かつ適正価格にて共有されることが前提となる技術であり、

過渡期の技術が必要になる可能性もあるのではないか。 

→アンモニア、水素以外にも合成燃料やバイオ燃料など様々な燃料オプションが検討

されている。船の航路・用途などに応じて必要なものが用いられていくと考えている。 

➢ 今回追加する技術開発は既存プロジェクトの参画企業のみで開発できるのか。 

→触媒技術をもったメーカーなどの追加での参加も想定している。 

➢ 開発した N2O排出対策技術は他国で開発されているエンジンへも展開できるのか。 

→チューニングをした上で汎用的に適用可能となると見込んでいる。 
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➢ アンモニア燃料エンジンからの GHG 排出対策については、主機か補機かで時間軸や手

法も異なる。特に港湾での停泊中は補機からの排出が多く、こちらの対策を先に考える

必要はないか。また、N2Oの除去・モニタリングは簡単な技術ではなく開発は重要。 

→課題の困難さをしっかり認識して取り組んでいきたい。本技術開発は、排ガスが多い

主機がターゲットではあるものの、補機へも応用できる技術と考えている。 

➢ IMOでは、従来から我が国が各種のルール作りを主導していると認識。本プロジェクト

で得られるデータや技術的裏付けも活用し、引き続き主導して欲しい。 

➢ アンモニア燃料補給時の残留アンモニア分離回収システムについては、仲間作りと規

格作りを同時に進めていかないといけない。その辺の動きは如何。 

→最終的には公募で実施者を選定することになるが、技術をもっている企業へのヒア

リングは進めているところ。既存のプロジェクトでアンモニア燃料エンジン開発を進

めている事業者の協力なども得て事業を進める必要があると認識。 

➢ N2Oの排出対策について、効果を定量的に示せるように進めていただきたい。 

→N2Oをどこまで削減するのか、業界の目標を検討したい。 

➢ N2O除去のリアルタイム測定とデータ記録をあわせて装置開発を進めてほしい。装置に

実装できる状態にもっていってほしい。 

→しっかりと効果を検証していく。また、社会実装に向けては IMO で測定方式の標準

化を図るなど枠組みを整えていくことが必要と再認識。リアルタイム測定もどこまで

できるかを検討しルール化に取り組んでいく。 

➢ 温室効果ガスを減らす際に、他への環境影響が出ないように留意していただきたい。 

→他への環境影響が出ないようにモニタリングすることが重要と理解。 

➢ ステージゲートが入っているが、目標と確認事項を明確にしてほしい。 

→1回目では陸上試験機での必要性能達成度を、2回目では船上搭載しての実証におけ

る必要性能達成度を確認予定。 

➢ アンモニアと水素は様々な分野で議論されている。他事業と連携し重複がないように

進めてほしい。 

→無駄な開発とならないように、成果の普及・ビジネス化を含め、業界と連携して国 

としてやるべきことがあれば取り組んでいきたい。 

➢ 既存のプロジェクトでの開発が世界に先駆けて進んでいる中、今回の追加は、これを社

会実装するために必要な技術開発だと認識。うまくルール化を図るなどして、技術で勝

ってビジネスで負けないようにしていただきたい。 

 

以上 

 

（お問合せ先）  

産業技術環境局 エネルギー・環境イノベーション戦略室 

電 話：03-3501-1733 

ＦＡＸ：03-3501-7697 


